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１，国立大学の覚悟 

 天然資源に乏しい我が国にとって、最も重要なのは人材であり、社会と産業を動かす

科学技術の進歩です。大学は、高い能力と見識を備え、未来を創造する人材の育成と、

高度で先端的な研究の推進に重要な役割を果たしてきました。その中でも国立大学は、

創設以来、世界最高水準の教育研究の実施や重要な学問分野の継承・発展、すべての都

道府県に設置され全国的な高等教育の機会均等の確保、グローバル人材の育成といった

役割を担ってきました。これからも国立大学は、我が国の研究力の源であって、我が国

全体の、そして各地域の文化、社会、経済を支える拠点であり、産業、教育、医療、福

祉などに十全の責務を負っていく覚悟です。 

 

２，国立大学を取り巻く財務状況の悪化 

国家予算が厳しさを増すにつれ、国立大学の活動を支える基盤経費（運営費交付金）

は減額されたままです。加えて、社会保険などの経費の上昇、近年の物価高騰、円安な

どにより基盤経費を圧迫し、実質的に予算が目減りし続けています。また、働き方改革

の実現のため、大学教職員、学校教員や医師を確保する必要も出てきました。その中に

あっても質の高い教育研究活動を維持・向上していくために、寄付金などの外部資金や

自ら収入を増やす努力も進めています。そうして、我が国の課題、また地球規模の課題

の解決に、教育と研究を通じて全力で取り組んできました。 

しかし、もう限界です。 

 

３，輝ける未来への協働 

我が国の教育研究の根幹をなす86の国立大学は、輝ける未来に向けて、以下のことに

取り組みます。 

①博士人材などの高度人材の養成をさらに進め、輝ける未来創造を牽引します。 

②社会人や女性、外国人など多様な人材を受入れ、多様性の時代を牽引します。 

③全国の大学進学率の向上に努め、国全体の知のレベルを上げて、地域社会とグロー

バル社会を牽引します。 

 

４，国民の皆様へのお願い 

このように、国立大学はこれまで以上に大きな役割を果たして、我が国全体のさらな

る発展を支え、豊かな社会を実現していこうとしています。国立大学の担うこのミッシ

ョンは、国や地域、産業界や自治体を含む社会全体、そして国民の皆様一人ひとりに、

積極的に参加いただき、ともに協力していくことにより、実現していくことができます。 

国立大学の危機的な財務状況を改善し、我が国の輝ける未来を創り出すために、皆様

の理解と共感、そして力強い協働をお願いする次第です。 



▶ 全ての都道府県に設置された国立大学は、人材育成の拠点として、高等教育の機会均等の確保に
貢献し、社会を発展させる高度な研究を推進してきた

▶ 医療、福祉、災害支援等を通じ、地域社会に対しても責任ある役割を担う覚悟

昭和24年 5月 69大学
昭和47年 5月 76大学
平成 9年10月 99大学
平成15年10月 87大学
平成19年10月 86大学
令和 6年10月 85大学（予定）

○地域に広がる８６の国立大学

国立大学数の変遷

ー我が国の輝ける未来のためにー

○国立大学の基本的な役割
世界最高水準の研究・教育の実施
重要な学問分野の継承・発展
知の循環と社会への還流
全国的な高等教育の機会均等の確保
新たな価値を創造し、社会基盤の構築を
先導する人材を育成・輩出
地方創生の中核として地域・産業界と連携し
多様な社会課題に対応
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（出典）文部科学省資料をもとに国立大学協会事務局作成

▶ 国立大学全体の基盤的経費である運営費交付金は2004年度以降、減少したままである
▶ GDPの推移との比較においても、運営費交付金の減少傾向が顕著

国立大学を取り巻く財務状況の悪化①

2
（注）平成29年度・平成30年度予算額には、国立大学法人機能強化促進費を含む。
（注）この他、R2から高等教育修学支援新制度のうち国立大学授業料等減免相当分が別途措置

○国立大学法人運営費交付金の推移
（単位：億円）

消費税5→8％

2004年比－１３％
1,631億円の減

消費税8→10％

○GDPと運営費交付金の関係性

※GDPは内閣府経済社会総合研究所の年次データ（1994～2023）を参照
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名目GDP 実質GDP 運営費交付金
(※)指定国立大学法人・旧帝大を除く大学
に対する運営費交付金の平均配分額:約79億
円（2023年度）

中堅・地方大学20大学分に
相当する配分額が
削減されている！（※）



▶ 義務的経費は上昇の一途。賃金引上げの時流において、国立大学はその余力もなく優秀な人材の
確保が困難となり、教育・研究の質の低下が危惧される。

▶ 期限付きプロジェクトの増加により、若手研究者の不安定な雇用が拡大、質の高い教育研究の
維持が困難に

国立大学を取り巻く財務状況の悪化②
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法人化時点より
４％以上増加

長期保険料率、短期保険料率、介護保険料率、子ども・子育て
拠出金率の事業主負担率の合計値の推移

事業主が負担する社会保険料の推移

高年齢者の再雇用人件費

消費税率引上げ（5→８→10％）

固定資産税（職員宿舎等）

監査費用

情報システム費用

健康診断費用

その他、法人化時に想定されて
いなかった義務的経費の増加

人件費の推移
常勤教職員の人件費について、平成16年度、平成26年度、令和4年度の人件費総額と、
そのうち運営費交付金の額の推移 （H16,H26,R4のデータが揃う70大学）
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国立大学の40歳未満教員の雇用状況

（出典）国立大学協会 教育・研究委員会 男女共同参画小委員会『国立大学における男女共同参画推進

の実施に関する追跡調査報告書』より国立大学協会事務局作成 （注）各年5月1日付の数値

（出典）文部科学省資料をもとに国立大学協会事務局作成

国立大学協会調べ
任期付きの不安定な
雇用の増加



人口100万人あたりの
修士号、博士号取得者数
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▶ 大学院修士課程の約60%、博士課程の約70％が国立大学の学生
▶ 学部・大学院全学生の約65%は三大都市圏以外の学生であり、地域における人材育成の拠点
我が国の未来を創り出す人材の育成・輩出こそ、国立大学の重要な使命

輝ける未来へ ー未来を創り出す人材の育成

課程別学生数

国立
94,724
58％

国立
51,478
68％

国立
431,207
17％

（出典）文部科学省「学校基本統計」（令和5年度）を基に文部科学省作成資料を国立大学協会で改編

（出典）文部科学省・科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」 より
文部科学省作成資料を国立大学協会で改編

地域別学生数（学部生+大学院生）

日本は修士号・博士号取得者が
活躍できる社会にする必要

(注)埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を「三大都市圏」とする。
(出典)文部科学省「学校基本調査」（令和5年度）より国立大学協会事務局作成

大学院における分野別学生比率

（出典）文部科学省「学校基本調査」（令和5年度）より国立大学協会事務局作成 4
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